
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（諸収入）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

- - 1,051

合計 10,555 9,520 4,255

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

○リニア中央新幹線の円滑な建設に向け、ＪＲ東海、沿線自治体等との協議を進める。

○東京～大阪間の早期全線開通の実現に向け、沿線都府県と連携して、国・鉄道事業者への要望活動を行う。

○リニア中央新幹線の建設を促進する。

○リニア中央新幹線の整備効果を、広く県内に波及させる。

○リニア中央新幹線の建設・営業主体であるＪＲ東海は平成39年度開業に向けた準備を進めているが、地域の振興に資する鉄道となるよ

う、県としてＪＲ東海や沿線地域との調整を図っている。

○新総合交通ビジョンの策定に向け、リニア駅へのアクセス改善方法等について検討している。

成果目標の達成状況

項目

事業番号 02 05 01 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 中央新幹線建設促進費中央新幹線建設促進費中央新幹線建設促進費中央新幹線建設促進費
担

当

課

部局 企画部

　　　　　１　新幹線の整備促進 実施期間 Ｓ57 ～

課・室 交通政策課リニア推進振興室

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail linear-shin@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

５－１　高速交通・情報通信ネットワークの充実

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　
【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 ・新幹線建設は、広域的な影響が大きく、調整事項も広範にわたる。

・リニア整備効果を広く県内に波及させることが肝要。

・沿線都府県が一体となって、国等に建設促進を要望することが効果的。
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

３．飯伊地域の地域づくり基礎

調査事業

１．リニア中央新幹線建設促

進期成同盟会負担金

事業内容

（単位：千円）　

項目

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

900 900 900

100 82 2,304

9,555 8,538 0

２．リニア推進下伊那駐在員

900 10,555 4,255

合計（A) 1,200

４．リニア活用基本構想（仮

称）策定事業

4,255

予

算

額

前年度繰越

当初予算 1,200

補正予算

900 10,555

Aの

財源
4,777

1,200 900 5,778 4,255

概　算

人件費

2.00 3.00 5.00 5.00

16,516

1,100 900 9,520

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　■ 事業を見直して実施　　　　　□ 事業を現行どおり実施

・平成25年度で「リニア活用基本構想（仮称）」を策定し、リニア中央新幹線の整備効果を地域振興に結びつける。

・飯伊地域の地域づくり基礎調査事業については平成24年度で事業が完了した。

目標に対

する成果

の状況

・リニア中央新幹線に関する県・市町村連絡会議を設置することにより、情報・課題の共有を図ることができた。

・沿線都府県と連携して国・鉄道事業者への要望活動を行ったが、東京～大阪間の早期全線開通のためにも、今後も取り組みを強化する

必要がある。

 概算事業費（B（A）+C） 17,616 25,674 50,810 41,290

24,774 41,290 41,290

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度

H24事業実績

・国等への要望活動

・下伊那地方事務所駐在職員経常事務費

・有識者検討会議の開催

・土地利用、交通体系及び産業立地に係る

調査業務委託

（予算執行：下伊那地方事務所）

―

実施方法

負担金（リニア中

央新幹線建設促

進期成同盟会）

直接

直接

委託（長野経済研

究所）

直接


